
６ 各課室事業の概要 

 

 
健康福祉政策課 
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予算額（千円）R6年度 10,346,897（一般財源　9,515,640）

【主要事業】 【予算額】
（千円）

（１）健康福祉政策課

【施策体系】

健
康
づ
く
り
と
医
療
・
介
護
サ
ー

ビ
ス
の

充
実
を
図
る

健
康
づ
く
り
の
推
進

①

⑤

保健所の運営 110,783

充
実
し
た
医
療
・
介
護

提
供
体
制
の
構
築

③ 福祉医療費給付事業補助金 5,292,037

④ 社会福祉審議会の開催

② 保健統計・社会福祉統計調査事業 7,904

6,073

社会福祉連携推進法人立上げ支援
事業

2,500

子
ど
も
や
若
者
の
幸
福
追
求

を

最
大
限
支
援
す
る

若
者
の
結
婚
・
出
産
・

子
育
て
の
希
望
実
現

再
掲

福祉医療費給付事業補助金 5,292,037

年
齢
、

性
別
、

国
籍
、

障
が
い
の
有

無
や
家
庭
の
経
済
状
況
等
が
障
壁
と

な
ら
な
い
公
正
な
社
会
を
つ
く
る

再
掲

社会福祉審議会の開催 6,073

26



【事業概要（健康福祉政策課企画調整係）】 

① 保健所の運営 

（根拠法令：地域保健法等） 

【予算額及び内訳】 1億 1,078万 3千円 （ 一般財源 7,578万 5千円、使用料等 3,499万 8千円 ） 

【予算の主な内容】 旅費、需用費、役務費等 

 

【目指す姿】 

地域保健、医療の向上等を目指して、それぞれの地域の課題を踏まえ、保健所が広域的・専門的・技術的拠点としての

役割を果たしていく。 

 

【現 状】 

○ 昭和 13 年、県内初の保健所を上田市に設置。以降各地に設置され、地域における公衆衛生の向上と健康増進を推

進する第一線の機関として、県民に密着した活動を実施してきた。 

 

○ 近年の急速な少子高齢化と人口減少、慢性疾患の増加、食品に対する県民の意識の高まりなど、地域保健を取り巻く

状況の変化に対応するため、平成 6 年７月に「地域保健法」が公布。住民に身近で頻度の高い保健サービスは、福祉サ

ービスとともに市町村が一元的に実施し、保健所は地域保健の広域的、専門的かつ技術的拠点として機能強化を図るこ

ととされた。 

 

○ 地域保健法が全面施行された平成 9 年４月、それまでの 17 保健所１支所を、二次医療圏や老人保健福祉圏ごとの

10保健所６支所体制に再編。 

 

○ 平成 11年４月、長野市が中核市に移行することに伴い、長野市保健所を設置。 

 

○ 平成 21 年４月、保健分野と福祉分野の一層の連携を図るため、保健所、福祉事務所及び地方事務所福祉課の機能

を併せ持つ組織として保健福祉事務所を設置。 

・ 保健師の集約配置による機能強化を図るため、保健所支所を本所に統合（10保健所１支所体制）。 

・ 業務の効率性や専門性確保の観点から、保健所検査課を集約。 

保健分野と福祉分野の密接な連携により、より専門的で高度なサービスの提供に努めていく。 

 

○ 令和３年４月、松本市が中核市に移行することに伴い、松本市保健所を設置。 
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【事業概要（健康福祉政策課企画調整係）】 

② 保健統計・社会福祉統計調査事業 

（根拠法令：統計法、人口動態調査令、地域保健法、等） 

【予算額及び内訳】790万 4千円 （ 国庫委託金 790万 4千円 ） 

【予算の主な内容】 調査員手当、記入者手当、市町村交付金 等 

【目指す姿】 

 人口動態調査、国民生活基礎調査等各種統計調査を適正に実施し、保健福祉行政の基礎資料を収集する。 

【現   状】 

 厚生労働省からの委託を受け、各種厚生統計調査を実施している。 

 集計された統計情報は、保健福祉行政の基礎資料として活用される。 

【事業内容】 

（1）統計調査一覧 

種別 調 査 名 時期 調  査  内  容 備  考 

基幹 

 

統計 

 

調査 

 注） 

人口動態調査 月報 

「戸籍法」及び「死産の届出に関する規程」に

基づく届出書から出生、死亡、婚姻、離婚及び

死産の実態を調査 

(保健所→本庁) 

翌月 25日期限 

人口動態職業・産業調査 

４月 

～ 

３月 

出生、死亡、死産、婚姻、離婚の各届出書に

記載された職業（死亡届は産業含む。）の状況

を調査 

５年毎 

国民生活基礎調査 

６月 

～ 

７月 

保健、医療、福祉、年金、所得、介護の状況

等の国民生活の基礎的事項についての調査 

毎年実施 

３年に１回大規模調査 

（次回令和７年実施） 

医療施設動態調査 月報 

医療施設の分布・整理状況（開設、休止、廃

止、変更等）及び診療機能（病床数、診療科

目等）の調査 

(保健所→本庁) 

翌月 10日期限 

医療施設静態調査 10月 
医療施設の分布、整備の実態及び診療機能

の調査 

３年毎 

（次回令和８年実施） 

※平成29年調査より、

病院の従事者数を調

査項目に追加 

患者調査（国実施） 10月 

医療施設を利用する患者数をとらえるととも

に、疾病の種類、受療の種別、受療の動向等

を明らかにする調査 

３年毎 

（次回令和８年実施） 

注）基幹統計調査  国勢統計、国民経済計算及び行政機関が作成する統計のうち重要なものとして総務大臣が指定した統計 
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注）一般統計調査  行政機関が行う統計調査のうち基幹統計調査以外のもの 

 

（２）基礎資料 

資 料 名 発行時期 編  集  方  針  等 

長野県衛生年報 3月 
人口動態をはじめ、医療、保健、食品、薬事等の各種保健統計及び業務統計

を中心に収録。県ホームページで公表。 

【特記事項】 

  ○社会福祉施設等調査及び介護サービス施設・事業所調査は、平成 21年度から民間委託により実施 

 

種別 調 査 名 時期 調  査  内  容 備  考 

一般 

 

統計 

 

調査 

 

注） 

受療行動調査 10月 

医療施設を利用する患者から、その受療状

況、受けた医療に対する満足度、患者の医

療に対する認識や行動を明らかにする調査 

３年毎 

（次回令和８年実施） 

病院報告（患者票） 月報 

病院、療養病床を有する診療所における患

者の利用状況（入院・外来患者数等）を把

握する調査 

(保健所→本庁) 

翌月 10 日（R6年 4月

分から 15日）期限 

病院報告（従事者票） 年報 
病院の 10 月１日現在における従事者数の

調査 

平成２９年より廃止 

※同調査により把握し

ていた病院の従事者数

は、医療施設静態調査

により把握することとな

った。 

社会保障・人口問題基本

調査 
６月 

結婚並びに夫婦の出生力に関する実態、家

庭機能の変化、世帯変動の現状、人口移

動の傾向、世帯内単身者の実態等の調査 

５種類の全国調査を毎

年１種類ずつ実施 

地域保健・健康増進事業

報告 
年度報 

地域住民の健康の保持及び増進を目的と

する地域の特性に応じた保健施策の展開等

を、実施主体である保健所及び市区町村ご

とに把握する調査 

(保健所→本庁) 

５月末期限 

衛生行政報告例 
備考 

参照 

衛生行政の実態を把握するための各種調

査 

年度報（毎年）及び隔

年報（本年度）に分類 

医師・歯科医師・薬剤師

調査 
隔年 

12月31日現在の医師、歯科医師、薬剤師

の分布と就業状況の調査 

２年毎 

（次回令和６年実施） 

社会保障制度企画調査 

（社会保障制度改革に関

する意識等調査） 

７月 
社会保障に係る負担のあり方などについて

の意識を把握するための調査 

毎年、調査内容を変え

て実施 

社会福祉施設等調査 10月 

10月 1日に所在する全社会福祉施設等の

在所者、従事者の状況等を把握するととも

に、社会福祉施設等名簿を作成するための

調査 

毎年実施 

介護サービス施設・事業

所調査 
10月 

10月 1日に所在する介護保健施設及び事

業所の介護サービスの提供体制、提供内容

を把握するとともに、介護サービス施設・事

業所名簿を作成するための調査 

毎年実施 

福祉行政報告例 
備考 

参照 

生活保護・身体障害者福祉・児童福祉等社

会福祉行政の実態を数量的に把握するた

めの調査 

年度報（毎年）及び月

報（毎月） 
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【事業概要（健康福祉政策課企画調整係）】 

③ 福祉医療費給付事業補助金 

（根拠法令：福祉医療費給付事業補助金交付要綱） 

【予算額及び内訳】 52億 9,203万 7千円 （ 一般財源 46億 1,323万 1千円、基金繰入金 6億 7,880万 6千円 ） 

【予算の主な内容】 市町村が行う福祉医療費給付事業に対する補助金の交付 

【目指す姿】 

乳幼児等、障がい者、母子家庭の母子等及び父子家庭の父子の経済的負担を軽減し、福祉の向上を図る。 

【現   状】 

   少子化が進む中、子ども・子育て支援として、乳幼児等の医療費の助成を行い、経済的負担を軽減することが 

求められている。また、障がい者やひとり親家庭を経済的に支援するため、医療費を助成し、福祉の向上を図ることが 

必要となっている。 

【事業主体】 

   市町村 

【事業内容】 

  市町村が行う乳幼児等、障がい者、母子家庭の母子等及び父子家庭の父子に対する医療費の自己負担分の 

 助成に関する事業（福祉医療費給付事業）に要する経費に対する補助（補助率：県１／２以内） 

   

     ≪県補助金の交付対象範囲≫ 

区    分 所 得 制 限 予 算 額 

乳幼児等（入通院ともに中学校 3 年生
まで） 

なし 

52億 9,203万 7 千円 

障がい者 

・身体１～３級 

・知的Ａ１～Ｂ１ 

・精神１級・２級（通院のみ） 

・65歳以上国民年金法施行令該当 

特別障害者手当準拠 

(身障３級、精神２級は所得税

非課税者) 

 

年度末年齢が 18 歳まではな

し 

母子家庭の母子、父母のいない児童 
児童扶養手当準拠 

父子家庭の父子 

※受給者負担金：1 レセプトあたり 500円 

 

【事業の経過等】 

年   度 R4 R5 R6 

予算額（当初） 47億 1,519万 4 千円 46億 4,745万 3 千円 52億 9,203万 7 千円 
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【事業概要（健康福祉政策課企画調整係）】 

④ 社会福祉審議会の開催  （根拠法令：社会福祉法第 7条第 1項） 

【予算額及び内訳】   607万 3千円（一般財源 607万 3千円） 

【予算の主な内容】   委員報酬及び旅費 

【目指す姿】 

社会福祉に関する事項を調査・審議するほか、知事の諮問に答え、又は意見を具申する。 

専門分科会及び部会は、それぞれの所掌事務を審議する。 

【現   状】 

審議会本体では、毎年度、社会福祉の増進に関し必要な事項等について、審議している。 

《令和５年度審議実績》 

 長野県障がい者プラン 2024（仮）の策定について、第９期長野県高齢者プランの策定について 等 

【社会福祉審議会及び専門分科会の概要】 

  
審議会名 設置根拠 設   置   目   的 調査審議事項 

委員数 

(R6.4.1 現在) 
開催回数 

1 
社会福祉審議

会 

社会福祉

法第 7条第

1 項 

社会福祉に関する事項を

調査審議するほか、知事の諮

問に答え、又は意見を具申す

る。 

社会福祉に関する事項 

（社会福祉法第 7 条第 1 項) 

15 名 

(社会福祉事

業従事者、学

識経験者) 

年 2 回程度 

（定例会） 

2 
民生委員審査

専門分科会 

社会福祉

法第 11 条

第 1 項                  

民生委員の適否の審査に関

する事項を調査審議する。 

①民生委員の推薦に当たっての意見具申

（民生委員法第 5 条第 2 項及び第 7 条第

2 項)  

②民生委員を解職する場合の同意（民生委

員法第 11 条第 2 項） 

5 名 

(審議会委員

5 名) 

3年毎の改選時

年 1 回 (書面

審査随時) 

3 

身体障がい者

福祉専門分科

会 

社会福祉

法第 11 条

第 1 項 

身体障がい者の福祉に関

する事項、指定自立支援医療

機関の指定又は指定の取り

消しに関する事項を調査審

議する。 

①身体障がい者の福祉に関する事項（社会

福祉法第 11条第 1項) 

②指定自立支援医療機関の指定又は指定取

り消しに関する事項（障害者総合支援法

第 59条第 1項及び第 2 項） 

14 名 

(うち 11名は

部会委員を

兼ねる） 

年 6 回                       

(定例会 6 回、

書面審査随時） 

4 

身体障がい者

福祉専門分科

会審査部会 

社会福祉

法施行令

第 3 条第 1

項 

身体障がい者の障害程度

の審査に関する事項、身体障

害者手帳の交付申請に係る

医師の指定又は指定の取消

に関する事項を調査審議す

る。 

①身体障がい者の障害程度の審査に関する

事項（社会福祉法施行令第 3条第 1 項） 

②身体障害者手帳の交付申請に係る医師の

指定（身体障害者福祉法第 15 条第 2 項) 

③身体障害者手帳の交付申請に係る医師の

指定の取消（身体障害者福祉法施行令第 3

条第 3 項） 

11 名 

(専門委員 

11 名） 

年 12回                     

(定例会 12 回、

書面審査随時） 

5 

障がい者権利

擁護専門分科

会 

障害者差

別解消法

第 14条 

障がい者の権利擁護につ

いて調査審議する 

①障がいを理由とする不当な差別的取扱

い、合理的配慮の提供に関する相談対応に

関する事項 

②障がい者の共生社会づくりに関する事項 

- 休止中 

6 
児童福祉専門

分科会 

社会福祉

法第 12 条

第 1項及び

児童福祉

法第 8条第

1 項 

県社会的養育推進計画に

関する事項の意見聴取 

①児童福祉に関する事項（社会福祉法第 12

条第 1 項） 

②母子家庭等の福祉に関する事項（母子父

子寡婦福祉法第 7 条） 

③母子保健に関する事項（母子保健法第 7

条) 

7 名 

(審議会委員

1 名、専門委

員 6 名) 

年 2 回程度 

(定例会 2 回) 

7 

児童福祉専門

分科会 

里親審査部会 

児童福祉

法施行令

第 29条 

里親の適否の審査に関す

る事項を調査審議する。 

里親又は保護受託者の認定に係る意見具

申（児童福祉法施行令第 29 条） 

5 名 

(審議会委員

1 名、専門委

員 4 名) 

年 6 回          

(定例会 6 回) 

 

【令和６年４月１日現在】 
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審議会名 設置根拠 設   置   目   的 調査審議事項 委員数 開催回数 

8 

児童福祉専門

分科会 

図書審査部会 

児童福祉

法第 8条第

9 項 

児童及び知的障がい者の

福祉を図るための図書の推

薦、勧告を行う。 

児童及び知的障がい者の福祉を図るため

の図書の推薦、勧告に関する事項（児童福

祉法第 8条第 9項） 

4 名 

(専門委員 

4 名) 

年 4 回 

(定例会 4 回) 

9 

児童福祉専門

分科会 

映画審査部会 

児童福祉

法第 8条第

9 項 

児童及び知的障がい者の

福祉を図るための映画の推

薦、勧告を行う。 

児童及び知的障がい者の福祉を図るため

の映画の推薦、勧告に関する事項（児童福

祉法第 8条第 9項） 

4 名 

(専門委員 

4 名) 

年 3 回              

(定例会 3 回) 

10 

児童福祉専門

分科会 

処遇審査部会 

児童福祉

法第 8条第

2 項 

児童又はその保護者に対

する措置に係る意見聴取。 

児童又はその保護者の処遇に対する事項

（児童福祉法第 8 条第 2 項） 

5 名 

(専門委員 

5 名) 

年 4 回               

(定例会 4 回) 

11 

児童福祉専門

分科会 

保育所審査部

会 

児童福祉

法第 35 条

第 6 項（第

8条第1項） 

新たな保育所の設置許可

について、意見聴取を行う。 

保育所（市町村立を除く）の設置に関す

る事項（児童福祉法第 35条第 6項） 

5 名 

(専門委員 

5 名) 

年 2 回 

12 

児童福祉専門

分科会 

重大事故検証

部会 

 
重大事故の検証及び再発

防止策を提言するため。 

重大事故の検証及び再発防止策に関する

事項 

5 名 

(専門委員 

5 名) 

年 1 回 

13 
子育て支援専

門分科会 

子ども・子

育て支援

法第 72 条

第 4 項 

子ども・子育て支援に関す

る施策の総合的かつ計画的

な推進に関する事項等につ

いて調査審議する。 

①長野県子ども・子育て支援事業支援計画

に関する事項 

②県における子ども・子育て支援施策に関

する事項 

14 名 

(審議会委員

1 名、専門委

員 13名) 

年 3 回程度 

(定例会) 

14 
地域福祉計画 

専門分科会  

社会福祉

法第 11 条

第 2 項 

地域福祉に関する事項、地

域福祉支援計画に関する事

項について調査審議する。 

地域福祉、地域福祉支援計画に関する事

項 
10 名 

年 1 回程度 

（策定年度 

3 回程度) 

15 
保護施設基準

専門分科会 

社 会 福 祉

法第 11 条

第 2 項 

条例で定めることとされ

た社会福祉サービスの人員、

設備及び運営に関する基準

について審議する。 

保護施設の設置管理基準に関する事項 4 名 年 1 回 

 

16 

 

高齢者福祉施

設基準専門分

科会 

社 会 福 祉

法第 11 条

第 2 項 

条例で定めることとされ

た社会福祉サービスの人員、

設備及び運営に関する基準

について審議する。 

社会福祉法人が実施を予

定又は実施している地域公

益事業について調査審議す

る。 

高齢者福祉施設の設置管理基準に関する

事項 
15 名 休止中 

17 

障がい福祉施

設基準専門分

科会 

社 会 福 祉

法第 11 条

第 2 項 

障がい福祉施設(障がい児施設を含む)

の設置管理基準に関する事項 
- 休止中 

18 

児童福祉施設

等基準専門分

科会 

社 会 福 祉

法第 11 条

第 2 項 

児童福祉施設(障がい児施設を除く)及

び女性自立支援施設の設置管理基準に関す

る事項 

- 休止中 

19 

社会福祉法人

地域公益事業

専門分科会 

社 会 福 祉

法第 55 条

の 2 第 6

項、第 8項 

地域公益事業に関する事項 6 名 年 1 回 

20 

福祉サービス

第三者評価推

進専門分科会 

社 会 福 祉

法第 78 条 

福祉サービス事業者が提

供するサービスの質を専門

的かつ客観的に評価するた

め。 

福祉サービス第三者評価事業に関する事

項 
7 名 年 3 回 
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【事業概要（健康福祉政策課企画調整係）】 

⑤ 社会福祉連携推進法人立上げ支援事業（根拠法令：社会福祉法） 

【予算額及び内訳】   250万円（国庫補助金 250万円） 

【予算の主な内容】   補助金 

【目指す姿】 

 地域共生社会の実現に向け、社会福祉法人の運営を強化する新たな手法として令和４年４月に施行された「社会福祉連携推

進法人」の設立を促進する。 

 

【現   状】 

社会福祉法人が地域の非営利セクターの中核として様々な生活課題へ対応できるよう、経営基盤を強化し、連携・協働化しやす

いよう環境を整備する必要がある。 

 

【事業内容】 

社会福祉連携推進法人を設立するために必要な経費に対する補助 

○ 補助対象経費 

・ 設立準備会の開催経費 

・ 連携推進業務の実施に向けたリサーチ経費 等 

○ 補助対象者 

社会福祉連携推進法人の設立が見込まれるグループ 

○補助額 

定額 １団体あたり２５０万円以内（立上げ時 １度限り） 
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